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「富岳NEXT」のための新建屋設計・施工・維持管理事業

第２回競争的対話の実施結果

「富岳NEXT」のための新建屋設計・施工・維持管理事業について、2026年5月28日（木）に実施した競争的対話の結果を公
表する。

競争的対話の結果は現時点での理研の考え方を示したものである。

2026年6月12日

国立研究開発法人理化学研究所



競争的対話の実施結果

資料名 見出し番号

1 インフラ敷設状況 募集要項
P2
第1章3.
事業概要等

下水道は敷地東側もしくは西側、雨水は前面道路の側溝に放
流と記載があるが、ガス敷設状況、上水・工水の敷設状況が
分かる資料はあるか。

現状、ガス敷設状況、上水・工水の敷設状況について開示で
きる資料はない。理研より配布した測量調査報告書の内容で
不足となるものについては、選定事業者の判断で調査を行う
こと。

2 統括管理業務の窓口
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

P8
第2章
統括管理業務

維持管理開始後の統括管理業務にて応対する理研様のメイン
の窓口は現地の神戸のメンバー、東京メンバーのどちらにな
るかご教示いただきたい。

維持管理開始後の統括管理業務の対応は現地神戸の施設維持
管理業務と関連するモニタリング業務が対応可能な部署を予
定しているが、具体的な部署については現時点で決定してい
ない。

3 開発行為の手続き
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P1
本施設の要求性能
1.造成計画

内容によって開発行為に該当し、手続きが必要になる場合が
ある、とあるが、その場合は現状の工期がずれる理解でよい
か。

事業期間は、開発行為の該当如何を問わず、要求水準書に記
載の通りである。従って、開発行為に該当する計画とするか
否かを含めた検討・提案を行うこと。

4 駐車場
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P1
本施設の要求性能
2.外構・配置計画

駐車場について、法令基準の台数を確保とあるが、法令対象
外の場合は、駐車場無しでもよいか。

搬入経路や搬入車の駐車スペースが適切に確保されているの
であれば、よろしい。

5 ゲリラ豪雨対策
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P1
本施設の要求性能
2.外構・配置計画

ゲリラ豪雨対策を考慮することとあるが、何に対する対策
か、具体的にご教授いただきたい。

雨水配管径や舗装表面を流れる雨水の流水方向等に留意する
こと。止水板までは想定しない。

6 災害時の対応
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P2
本施設の要求性能
3.建築計画

災害時のインフラ途絶時の考え方として、ライフラインの自
立化(72時間)はラックに対する電源の冗長性と考え、館内の
人員用の給水・排水の備蓄・貯留などは不要と考えてよい
か。

ラックとラックの冷却に関する設備等、当該施設運用に関わ
る全ての施設を対象とする。但し、人員用の給水、排水の備
蓄・貯留については、左記の考え方から除外しても構わな
い。

7 耐震性能の分類
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P3
本施設の要求性能
4.構造計画

建築設備の耐震性能の分類について、今回の要求水準として
は、乙類で指定があるが、一般の施設という分類でよいか。

要求水準は乙類としている。一方で施設の重要性を鑑み、要
求水準を上回る仕様の提案は歓迎する。

8 給水設備
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P4
本施設の要求性能
5.(2)機械設備計画

工業用水の貯水量の見込みについて、負荷率70%の8時間程度
でよいか。

負荷率70%の8時間程度でよろしい。

9 冷却機器の電気消費量
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P4
本施設の要求性能
5.(1)共通事項

本工事範囲外(HPC,ストレージ側工事)のpPUEに参入予定の冷
却機器の電気消費量をご教授いただきたい。

本工事以外に冷却機器はないものと考えて構わない。

10 熱源設備・空調設備
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P5
本施設の要求性能
5.(2)機械設備計画

ヘッダー、配管の材質は塩害対策、電蝕対策に配慮した事業
者提案でよいか。

要求水準書共通事項及び施設整備編 並びに 第1回募集要項等
に関する質問の回答 要求水準書共通事項及び施設整備編
No.16 に記載のとおり、計算機側は銅配管を想定しているた
め、腐食の懸念の無いSUS製を要求する。
事業者提案とする場合は、対話等での具体的な提案を求め
る。

No. タイトル
該当箇所

確認したい内容 回答



11 熱源設備・空調設備
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P5
本施設の要求性能
5.(2)機械設備計画

冷却熱源の自動制御は付属盤にて行い、外部発信の端子を用
意でよいか。また、全体制御はHPC所管でよいか。今回施工範
囲に含む場合はシステム内容をご教授いただきたい。

冷却熱源の自動制御は、HPCおよびストレージに依存せず、自
立制御ができることが求められる。併せて、HPC側からも制御
指示が可能なインタフェースが求められる。

12 熱源設備・空調設備
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P5
本施設の要求性能
5.(2)機械設備計画

HPC室の補助空調で処理が必要な負荷は、照明、人、伝熱のみ
と考えてよいか。

HPC室内のサーバーからの発熱負荷以外で処理が必要となる発
熱を補助空調で処理する。

13 熱源設備・空調設備
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P5
本施設の要求性能
5.(2)機械設備計画

ストレージ室のリアドアに送る冷却水の行き返り温度をご教
授いただきたい。決まっていない場合は、入水温度14℃、出
水温度24℃でよいか。

入水温度14℃、出水温度24℃で宜しい。

14 熱源設備・空調設備
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P5
本施設の要求性能
5.(2)機械設備計画

ストレージ室のリアドアを通過した空気の温度をご教授いた
だきたい。決まっていない時は24℃でよいか。

要求水準書に記載の通り、室温はASHRAE A1の規格を満たすこ
と。

15 熱源設備・空調設備
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P5
本施設の要求性能
5.(2)機械設備計画

HPC室内サーバーの発熱は水冷システムのみで全て冷却できる
という理解でよいか。

左記の理解でよろしい。CDUの仕様等については決定後に改め
て確認すること。

16 熱源設備・空調設備
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P5
本施設の要求性能
5.(2)機械設備計画

ストレージ室内のサーバーの発熱はリアドア型空調で全て冷
却できるという理解でよいか。

左記の理解でよろしい。

17 熱源設備・空調設備
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P5
本施設の要求性能
5.(2)機械設備計画

HPC室の負荷がフル負荷（10MW）となる時間は年間どの程度あ
るか。また、発生する時期は決まっているか。

フル負荷となるのは初年度のうち1,2日程度のみであり、その
他は基本的に負荷率50～60%程度と想定している。 また、4～
6月の間と9～11月の間にも1,2日程度フル負荷となることがあ
る。フル負荷が発生するタイミングは気温・天候を考慮し調
整することも可能である。

18 熱源設備・空調設備
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P5
本施設の要求性能
5.(2)機械設備計画

HPC室の常時発熱としての負荷率は、どの程度を想定すればよ
いか。

平均消費電力は設計最大負荷の50～70%程度と考える。

19 熱源設備・空調設備
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P5
本施設の要求性能
5.(2)機械設備計画

ストレージ室がフル負荷となる時間は年間どの程度あるか。
また、発生する時期は決まっているか。

フル負荷となることはほとんど無いと考えて構わない。

20 熱源設備・空調設備
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P5
本施設の要求性能
5.(2)機械設備計画

ストレージ室の常時発熱としての負荷率は、どの程度を想定
すればよいか。

平均消費電力は設計最大負荷の50～70%程度と考える。

21 熱源設備・空調設備
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P5
本施設の要求性能
5.(2)機械設備計画

HPC室の室内設定温度は年間の90%はASHRAE A2（10～35℃）、
10%はASHRAEA3（5～40℃）でよいとなっているが、負荷がフ
ル負荷（10MW）となる際もASHRAEA3（5～40℃）の10％に含ま
れるか。

含まれない。ASHRAE A3相当となる時期は、夏場の高温時を想
定したものであり、計算機の負荷とは独立したものである。



22 自動制御設備
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P6
本施設の要求性能
5.(2)機械設備計画

中央監視に取込む対象は、本工事範囲の設備を対象としてよ
いか。また、HPC側の中央監視で全体のエネルギー計算をする
考えでよいか。

全体エネルギーも含めて、建屋側の中央監視で計算できるよ
うにすること。

23 自動制御設備
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P6
本施設の要求性能
5.(2)機械設備計画

建屋設備保守常駐室に設置する中央監視装置について、省エ
ネ法等の報告利用目的も含め、必要とされる機能等について
詳細をご教示いただきたい。またBEMSの機能が必要か、一般
的なBASにて充足するか、ご教示いただきたい。BEMS機能とし
ては主にエネルギー管理と設備機器台帳管理となる。

中央監視装置にはエネルギー監視及び管理を求める。
建屋設備は省エネルギーを考慮して選定いただきたい。
BAS/BEMSの導入は、必須とはしないが費用対効果やコストを
考慮し提案いただきたい。

24 廃熱利用
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P6
本施設の要求性能
5.(2)機械設備計画

将来的に廃熱利用は想定されているか。
具体的な廃熱利用の計画は無いが、上限価格の範囲内であれ
ば省エネ提案は歓迎する。

25 騒音規制
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P6
本施設の要求性能
5.(3)電気設備計画

富岳NEXTの建屋と既存建物とは別々の運用だが、騒音規制に
おいては一体の運用を行う考え方としてよいか。

「一体運用」に対する行政と理研の運用が整合する場合は、
騒音規制上一体運用と解釈することでよろしい。

26 受変電設備
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P6
本施設の要求性能
5.(3)電気設備計画

受 変 電 設 備 に つ い て 、 「 設 備 容 量 50MVA （ A 系 統 ：
77kV/6.6kV_25MVA×2台、B系統：77kV/6.6kV_25MVA×2台）想
定を整備」とあるが、初期構築はA系統のみの構築として、B
系統は将来構築用とする形での提案は可能か。

本線と予備線の受電構成とし、25MVA×2台を本事業での整備
対象とする。ただし、設計上は将来的な電力安定供給を鑑み
た提案を求める。具体的には、追加で25MVA×1～2台程度を設
置できるよう、増設余地の確保又は増築可能な建屋等の提案
を行うこと。

27 受変電設備
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P7
本施設の要求性能
5.(3)電気設備計画

要求水準書 別紙1 において、「後日整備を検討している蓄
電池（本事業の整備対象範囲外）を用いた系統連係可能な電
源設計とすること。」とあるが、「電力会社との協議によっ
て系統連係可能となり得る電源設計とすること」と変えてい
ただきたい。また蓄電池の利用方法（逆潮流有無、ピーク
カット、ピークシフトなど）をご教示いただきたい。

「後日整備を検討している蓄電池（本事業の整備対象範囲
外）を用いた系統連係可能な電源設計とすること。ただし、
電力会社との調整次第では協議に応じる。」との解釈への変
更は差し支えない。
また、蓄電池の利用方法等に関しては、逆潮流はさせず、
ピークカット、ピークシフトを想定している。

28 拡声設備の用途
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P8
本施設の要求性能
5.(3)電気設備計画

拡声設備について、「主装置は計算設備監視常駐室に配置す
ること」と記載あるが、使用用途としては見学者案内用か。
また、防災用館内放送と兼用か。

主用途は防災用館内放送であり、建屋設備として警備員控室
に設置すること。

29 機械警備設備
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P9
本施設の要求性能
5.(3)電気設備計画

24時間常駐とする場合、機械警備設備は不要と考えてよい
か。

24時間常駐の場合も無人時を想定し、機械警備設備を要す
る。設置場所は、屋外に面した開口部等を想定とする（こじ
開け対策、窓ガラス破壊対策のモーションセンサ）。また、
異常時は理研が契約する警備会社等への警報を必要とする
為、接点等の用意が必要である。

30 火災予兆設備
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙1 P10
本施設の要求性能
5.(3)電気設備計画

火災予兆設備について、「理研の指示に応じて必要により設
置すること」と記載があるが、いつ指示いただけるか。

第1回競争的対話の実施結果No.33の回答のとおり契約締結後
の調整・協議となるため、提案時については提案者側の想定
で良い。



31 見学者対応
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙2
諸室リスト及び要求性能
表

既存の富岳では、来訪者対応としてセキュリティ担当者が受
付業務を行っている認識だが、富岳NEXTにおいても同様の運
用となる予定か。
あわせて、見学者受付の具体的な運用方法や、セキュリティ
の配置体制について、現時点で決まっている事項があればご
教示いただきたい。

富岳NEXTにおいても既存の富岳同様に、建物への入構手続き
は警備室（受付窓口）で実施する予定である。既存の富岳の
運用としては以下のとおり。
来訪者（お客様・作業員）情報として、事前に理研訪問先部
署が申請書を理研担当課へ提出し、理研担当課経由で警備室
（受付窓口）へ情報共有を行う運用である。来訪当日は、警
備室（受付窓口）にて入構手続きを実施する運用となってい
る。
また、突発的な来訪者については、警備室（受付窓口）で受
付手続き後、訪問先の部署や研究室へ確認を行い、承認が得
られた場合のみ入構可能としている。
原則として事前申請がない場合、または訪問先と連絡が取れ
ない場合は入構不可としている。
見学者対応については、上記の運用にて、見学担当部署が対
応している。

32 監視カメラの配置
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙2
諸室リスト及び要求性能
表

HPC室、ストレージ室内の監視カメラについて、出入口と、室
四隅にカメラを配置するが、サーバーラック間の監視まで必
要か。

提案時は室内の状況が分かる程度であればよいが、ラックの
配置等が決まり次第、増設可能な設計が望ましい。但し、増
設費用については、理研負担とする。

33 諸室条件
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙2
諸室リスト及び要求性能
表

計算機設備監視常駐室、建屋設備保守常駐室、警備員控室、
清掃員控室について、各スペースは確保しつつ、一部屋に集
約した提案は可能か。

情報セキュリティ維持の観点から、分けられることが望まし
い。ただし、警備員控室と清掃員控室を一部屋にする提案は
可能とする。

34 停電時の電力設備
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙2
諸室リスト及び要求性能
表

停電によりHPC室サーバーが停止した時もストレージ室の負荷
稼働は平常時と変更ないか。停電時ストレージ室の消費電力
は下がるか。

停電時の非常電源供給範囲はストレージ負荷、ネットワーク
負荷、防災負荷を想定しており、通常時と負荷稼働の変更は
ない想定である。

35 見学通路
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙2
諸室リスト及び要求性能
表

見学通路に対する条件について、現状の富岳の見学ルートと
同等仕様でもよいか。また、現状の座席付きのホール形式が
必要か。

富岳NEXTは、間近の見学が難しい環境条件になり得る。その
ため、座席付きホール形式の必要性はなく、見学にあたって
は、計算機室に入らず、廊下より窓を介して見学可能なこと
が求められるとともに、段差等の支障がなく一方通行で回遊
可能な見学コースが求められる。

36 見学通路
要求水準書 共通事項及び
施設整備編

別紙2
諸室リスト及び要求性能
表

現状の富岳の見学ルートとの連携は考慮しなくてよいか。 左記の理解でよろしい。

37 予防保全の提案 要求水準書 維持管理編
P1
第1章5.
業務の基本方針

予防保全の内容についてメーカー推奨等を参考にしたプラ
ン、より選別し予算を抑えたプラン、どちらの方がイメージ
に合うか。いずれも予算の範囲で提案する。

設備・機器の償却期間などを踏まえて過度にならない程度の
保守で構わない。

38 警備の体制 要求水準書 維持管理編
P3
第2章2.
共通事項

現状想定している警備の体制、常駐者の人数等ご教授いただ
きたい。

警備体制としては常駐1名を想定している。
また、交代要員対応を考慮し、追加で1名分の待機・休憩ス
ペースを確保いただきたい。



39 受付業務の体制 要求水準書 維持管理編
P3
第2章2.
共通事項

現状想定している受付業務の体制、業務方法等をご教授いた
だきたい。

既存の富岳と同様の体制、業務方法を想定している。
既存の富岳での対応はNo.31を参照すること。

40 定期清掃 要求水準書 維持管理編
P5
第2章3.
業務内容

施設の取り扱いについて「特に電気室及び機械室等は常に整
理整頓を行い拭き掃除程度の清掃を行うこと」と記載ある
が、具体的にどの個所をどの程度行うことを想定している
か。既存棟は清掃業者にて実施しているか。

事故防止の観点から、「廃棄物」、「不要品」、「ほこり」
等、目立った箇所が見受けられないように自ら整理整頓や清
掃を実施いただきたいと考える。よって、具体的に指定する
箇所や頻度はなく、拭き取りについては水拭きを指定してい
るものではない。既存棟においても清掃業者による清掃は
行っていない。

41 定期清掃 要求水準書 維持管理編
P5
第2章3.
業務内容

設備運用に係る機器の定期清掃について、具体的にどの設備
のどの程度の清掃を想定しているか。また、既存棟は清掃業
者にて実施しているか。

事故防止の観点から、「廃棄物」、「不要品」、「ほこり」
等、目立った箇所が見受けられないように自ら整理整頓や清
掃を実施いただきたいと考える。よって、具体的に指定する
箇所や頻度はなく、既存棟は清掃業者による清掃は行ってい
ない。

42 業務範囲 要求水準書 維持管理編
P8
第2章4.
業務内容詳細

AEDの設置は本業務範囲外でよいか。
AEDの設置は本業務の範囲外とする。AED機器は理研にて設置
するが、設置場所については事業期間中の理研との協議に応
じること。

43 使用量の集計 要求水準書 維持管理編
P8
第2章4.
業務内容詳細

月間、年間の電気（子メータ含むすべての電気計器）、都市
ガス及び給排水等光熱水の使用量を集計とあるが、下記URL記
載の富岳年報（2024年度2-2）の通り、受電電力量、ガス使用
量、上水/下水/工業用水の月毎総量の集計でよいか。また電
気の子メータ―が必要な場合、計量範囲についてご教示いた
だきたい。

電気の子メーターの計量範囲としては、各キュービクル単位
で計測できるものとして、各計算機室単位の電力総消費電力
が計測可能であること。また、生活系の電力として、各居室
の電力が計測できること。電気以外のメーターについては、
計算設備用と生活系を分けて計測できること。
なお、現時点ではメーターが検定に合格したものであること
を求めないが、将来的に検定対応可能な構成となることが望
ましい。

44 要員配置 要求水準書 維持管理編
P12
第2章8.
実施体制に関する事項

常駐を提案した場合、夜間、休日の駆付け時間120分は同じく
故障対応完了までの猶予として加算する考えで良いか。

左記の理解でよろしい。

45 要員配置 要求水準書 維持管理編
P12
第2章8.
実施体制に関する事項

要員配置の一部は、契約会社の社員、契約会社の契約社員及
び契約会社が受け入れる派遣社員の体制で問題ないか。

左記の理解でよろしい。
第1回募集要項等に関する質問の回答 要求水準書維持管理編
に関する質問 No.8を参照のこと。

46 現場実習 要求水準書 維持管理編
P14
第2章12.
教育

「１か月程度の現場実習」を必要とする「要員」とは、「電
気主任技術者、業務責任者、業務副責任者」のみを指すか。
別途常駐者を配置する場合には現場実習は必要か。

現場実習について、左記の理解でよろしい。電気主任技術
者、業務責任者、業務副責任者に対して現場実習を求める。
業務期間途中から新規に本業務に就く常駐員について、引継
期間は定めないが、円滑な業務遂行が可能なよう適切な引継
対応を行うこと。

47 業務範囲 要求水準書 維持管理編
別紙1
業務範囲一覧表（維持管
理段階）

燃料給油は本業務範囲外でよいか。 左記の理解でよろしい。



48 工業用水の管理 優先交渉権選定基準
別表 P8
2.設計計画・施工計画

工業用水の水質管理で使用している薬剤メーカーの連絡先を
開示いただけるか。

薬剤メーカーの連絡先を開示する必要はないと判断する。現
在、工業用水の管理として次亜塩素酸ナトリウムを投入して
いる。

49
第三者損害責任保険の上
限額

基本契約書（案）
別紙3
選定事業者が付保すべき
保険

第三者損害責任保険について、てん補額および財物賠償には1
事故当たりの上限が定められているが、期間全体の上限は示
されていいない。期間全体の上限についても、それぞれ10億
円として差し支えないか。

事業期間中の上限を設ける予定は無い。上限を設定しないこ
とで保険の加入に懸念が生じる場合、必要に応じて理研は協
議に応じるものとする。

50 物価変動等による改定
維持管理業務委託契約書
（案）

別紙2
物価変動等による改定

物価変動等による改定について、兵庫県平均の現金給与総額
指数に則り改定いただくが、それ以上の価格上昇が想定され
る。どの程度他の要因を受け入れていただけるか。また、契
約完了から維持管理開始までの約3年間の物価変動も改定いた
だけるか。

契約完了から維持管理開始までの価格スライドについては、
改定範囲内での対応を想定しているため、提案価格は現行価
格とすること。
なお、別紙2(3)に定める改定率を超える場合は、同(4)に基づ
き協議に応じる想定であるが、具体的な許容範囲について
は、その時点の状況によるため、現時点では回答いたしかね
る。

51 計画停電時の電源救済 - -
計画停電の際の電源救済はどの範囲を想定しているか。ま
た、仮設照明は誰用にどこに想定してるか。

計画停電時には、計算機設備のメンテナンスを実施できる程
度の照明負荷が求められる。また、照明負荷の商用回路から
発電機回路への切替は、分電盤内で切り替えられるようにす
ることが好ましい。
計画停電以外の仮設照明の範囲は、計算機設備監視常駐室内
の電源、照明の確保とし、その他としては可能な範囲での適
宜でよろしい。

52 計画停電時の作業 - -
計画停電時はHPC室のサーバー並びにストレージ室も事前に設
備を止めることは可能か。また、時間指定等はあるか。

HPC室については停電は可能であるが、ストレージ室について
は、計画停電中においても、運用を止めないようにできるこ
とが求められる。

53 設備要員の育成 - -
設備要員の育成について、2029年12月引き渡しだが、設備要
員の現場習熟はどのようにお考えか。

習熟期間は応募者に提案を求める。
建物としての本格稼働は2029年12月以降を想定しているた
め、計画的に習熟期間を想定すること。
DBO事業であり、設計・建設段階から総括業務責任者と副総括
業務責任者が関われる体制としているため、必要に応じて、
契約締結後に既存施設の施設管理業務の見学を設定すること
も可能である。

54 官公庁への届出 - -

2026年1月の行政書士法改正により官公庁への届出代行などが
厳格化されており、維持管理に関わる官公庁への届出につい
て行政書士法に則し、事業者側で支援等の対応可能な範囲と
させていただく認識でよいか。

行政書士法改正に則した官公庁の届出の分担は事業者選定後
に協議する。

55 確認申請の用途区分 - - 確認申請上の用途は、「その他」区分08990、でよいか。
建築主事又は確認検査機関と協議の上適正な用途とするこ
と。なお、用途区分をその他とする場合は「（区分08990）研
究所」と記載すること。


